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空間的行動のネスティッドロジット・モデリングに関する覚え書き

I はじめに
空間的行動のとらえ方には，他の現象の場合と

同様に，？クロなとらえ方とミクロなとらえ方が

ある．買物行動研究を例にすれば，集計されたデー

タを用いる商圏研究は，商業中心の勢力圏を明ら

かにするという意味で，マクロな視点に立つもの

である．他方，非集計データを用いる消費者の購

買地選択研究はミクロな視点に立つものである．

この研究分野のマクロ・モデルとしては， Reilly

の小売重カモデlレと Huffの確率商圏モデルがあ

る（杉浦， 1989）.また，個人差を問題にしないミ

クロ・モデルとしては， Rushtonの顕示空間選好

モデルがある（杉浦， 1981）.このうち，確率商圏

モデルは，個人の各商業中心に対する選択確率を

求めることから出発して，最終的に各商業中心の

勢カ圏を確率で表現する点で，本来はミクロ・モ

デルであるともいえる．

ところで， ミクロ・モデルである顕示空間選好

モデル，そして確率商圏モデルを選択行動論的に

みるならば，いずれも定数（Constant）効用モデ

ルの範曙に入る（杉浦，1981）.定数効用モデルで

は，選択肢に関して定義された一定の数値尺度（効

用）を基にして，決定が確率的に行なわれること

を仮定している．それに対し，確率（Random）効

用モデルでは，意思決定者は常に最高の効用をも

っ選択肢を選ぶが，効用自体は定数でなく確率的

であると仮定している．これら二つのモテールに共

通する特徴は，意思決定者自身の知識の欠如に起

因する不確定性を視野におさめた確率的

(Probabilistic）選択モデルであるという点にある

（杉浦， 1983).

本稿は，確率効用モデルの一つであるロジッ

ト・モデル， とくにネスティッドロジット ・モデ

ルに焦点をあて，モデルを概観した後，地理学（関

連）分野における応用研究のささやかな展望を試

みようとするものである．明示的に確率効用理論

と関連づけたロジット・モデルの定式化は，計量

経済学者のMcFadden(1974）と交通工学者の

杉浦芳夫

Ben-Akiva (1973）によって， 1970年代初め，ほ

ぽ同時並行的に行なわれた．以後，様々な研究分

野で，離散的選択Discretechoice （非集計的行動

あるいは質的選択）問題にロジット・モデルは適

用されてきた．ここでいう離散的選択とは，意思

決定者が有限な選択肢の集合を前にして選択を行

なう状況をきし：示している．したがって，選択肢

の集合が連続変数で示される場合の選択は離散的

選択とはいえない．耐久消費財のように基本的な

単位の倍数でしか入手しえない財，サービスの選

択や， CBD，郊外商業地区，近隣商業地区等の購

買地のように，質的に異なるものの聞での選択が，

ロジット・モデルを始めとする離散型選択モデル

の適用対象である．

地理学におけるロジット・モテ伊ルの応用はこの

10数年来のことであり，第1表に示すように近年

では比較的利用数の多い計量的手法の一つである

(Slocum, 1990）.ただし，ネスティッドロジツ

トモデルについては研究例がそれほど多くない．

ネスティッドロジット・モテソレは，後；にみるよう

に，いくつかの段階を経てなされる意思決定をモ

デリングしうる点で非常に魅力的である．着地選

択型の空間的相互作用モデルが，地域選択一着地

選択という 2段階の意思決定過程をメカニズム的

にとりこむことにより，地図パターン問題解決へ

の手がかりを与えたことに例証されるように（杉

浦， 1988a），マクロ，ミクロという視点の如何を

問わず，段階的意思決定問題はホットな研究テー

マなのである．少なくとも，認知・選好に関わる

モテツレの開発・導入が先行していた行動地理学の

文脈の中てコロジット・モデルは選択に関わる初

めてのオペレーショナルなモデルとして位置づけ

られるであろう．以下では，すでにあるBen-

Akiva and Lerman (1985), Hensher and Johnson 

(1981), Train (1986), Wrigley (1985），土木学

会土木計画学研究委員会（1984），屋井 （1986),

佐野（1990）等の専門的教科書！）~参考にしなが

ら，ロジッ卜・モデルを筆者なりにできるだけわ
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第l表近年の地理学関係雑誌論文に

おいて用いられている汎用性

の高い計量的手法（1986年の場

合）

！頂イ立 手 法 頻度

1 単相関 ・回帰分析 32 
霊園帰分析 32 

3 d検定 12 
4 平均値の有意差検定 10 
5 分散分析 9 
主成分・因子分析 9 

7 ~間的自己相関 7 
8 クラスタ一分析 6 
順位相関 6 

10 ロジット・モデル 5 
J点パターン分析 5 
傾向面分析 5 

13 Equality of variance 3 
コルモプロフ ・スミルノフ検定 3 
Splines 3 

16 判別分析 2 
フーリエ分析 2 
Geostatistics 2 
Major axis scaling 2 
7ン・ホイットニー検定 2 
7ルコフ連鎖モデル 2 
多次元尺度縛成法 2 
偏相関 2 
Reduction of error statistic 2 
盃皮・尖度検定 2 

出典 Slocum (1990, p.88）を一部修正．

主主）対象となった雑誌は次の14誌である．

American 印刷宮内-apher,Annal.旨ofthe 

Association of American Geog岬 hers,

Ee仰 omicGeo，宮間,Phy,Geogγ司phi'calAnal 

ysis, Geog間,phicalRevi由。，PhysicalGeog-

raphy, The Professional Geog,ゆher,

Urban Geograp旬， Paci_βcCoast Geo.日rra-

phers Yeaれbook, Arctic and Alpi仇e
R田明町h,Landscapι J司ゆeη of the 
Regional Science Association, Quale円叫ηP

Research, Remote Sensing of Environ 

men! 

かりやすくまとめてみようと試みた．

II 離散型選択モデルの要請
ロジット・モデルなかんずく離散型選択モデル

の特徴は，分析対象データの性質をみることに

よってわかる．いまここでは，購買地選択を念頭

において離散型選択モデルが要請されるに至った

経過についてみてみよう．第1図縦軸には， 「多摩

そごうjを選択する場合には「lJ，「多摩そごう」

y 

／ 

－－－－－－－－－－－－ 

1 

0 -I・ ． 
X 

第1図最小二乗法による2値離散量に対する回

帰線のあてはめ

以外の百貨店を選択する場合には「0」という 2

値離散量を目盛り，横軸には，その選択の有無を

規定する要因の一つであると思われる，自宅から

「多摩そごうJまでの距離を連続量で目盛ってあ
る．そこで，両者の関係をとらえるために通常の

最小二乗法を適用すると，実線で示されるような

回帰線が引けるであろう．しかし，選択の有無は

Oと1の値しかとりえないのに，回帰式はO以下

と1以上の値まで推定してしまう．また，この場

合の回帰式は最小二乗法適用の前提である分散の

一様性をみたしていない（Wrigley,1985, 

pp. 23-24). 

そこで，通常の回帰式の代わりに，推定値がO

とlの聞に収まる関数を考えてみる．その際，次

に示すように，その関数から推定きれる値E(y.)

は，選択決定がとりうるニつの値を，それぞれの

場合の生起確率で加重した値の和で定義される確

率とみなすことにする．

E (y.) = Pi.-= 1 XP1；十O×九； (1) 

ただし， Puは，距離についての情報が与えられて

いるときに個人iが「多摩そごうJを選択する確
率， Aiは，距離についての情報が与えられている
ときに個人iが「多摩そごう」以外の百貨店を選

択する権率である．

次に， Pi.－を適当な関数で定義する必要がある
が，ここでは第2図に示すようなS字型の曲線で

近似される関数をあてはめることにする．この曲

線は， O付近から始まる値がある閥値を越えると

急速に lに近づいていく累積確率関数の特徴を有

している．この稜の関数の一つに，次のようなロ

ジスティック関数がある．

P1; = 1/ [l +exp （α＋β~ .. )] (2) 
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第3図正規分布とワイブル分布

出典：Domencichand McFadden (1975, p.62）を一部修正．

P1; 

。
第2図 ロジスティック曲線
出典：Train(1986, p .16）を一部修正．

ただし， expは指数関数，X；はこの場合個人iの住

宅から「多摩そごう」までの距離， α，βはパラメー

タである．

他方，「多摩そごう」以外の百貨店を選択する確

率比

Pu = 1 -Pli = exp （α＋β＇X;)/[l+exp 
（α＋βrx;) J (3) 

であるため， pliとPuの比の自然対数をとると，

In（九JP.;)= In[ (1-P,;) /Pi；］＝α＋β； (4) 
なる線形の関係が導かれ，容易にパラメータが推

定される.In （九JP，；） はロジット（変換）あるい

は対数オッズLog oddsとよばれ，ロジット

が一∞から∞の聞の値をとるとき， pliはOと1の

聞のイ直をとる．

0.4 

0.3 

0.2 

ワイブル分布

モード ＝ O~
平均＝ 0.575 

分散 ＝1.622 

0.1 

0 
-4 

多くの場合，選択肢が二つのこ項選択よりも，

三つ以上の多項選択がみられるため，多項選択を

念頭においた上で，観察されたデータと選択確率

を関係づける適切な分布関数を特定することによ

り，様々な離散型選択モデルが誘導される．ロジツ

ト・モデル2）とは，ロジスティ ック分布で分布関数

を特定したものであり，分布関数を正規分布で特

定したものがプロビット・モデルである．
X 

皿 ワイブル分布の特徴に基づくロジッ

卜・モデルの誘導

確率効用モデルでは，効用uを，確定項として

の代表的効用 Uと縫率項としての確率効用εに

分け（すなわち， u=v＋ε），あらかじめ仮定され

たEの分布から選択確率を代表的効用の差のあ
る関数として推定する．そして， εの分布を，分布

形が正規分布に似たワイブル分布（またはガンベ

ル分布で， 2重指数分布の一つ）と仮定し （第3

図），特定された分布関数がロジスティック関数で

あるものがロジット ・モデルである．

いま εを確率変数とすると，ワイプル分布は次

のような分布関数（あるいは累積確率分布とよば

れ， εに等しいかそれより小さい変数値をとる確

率の総和のこと）で表わされる．

F（ε） = exp{ -exp［ーμ（ε一η）J} (5) 

ただし， ηはLocationノマラメータ， μ（＞O）は

／ 

布

一一一
一

分

均

散

規

平

分
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＼ 
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＼ 

＼ 
＼ 
ゐ
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-3-



Positive scaleパラメータである．また， F(c）を

εについて微分してえられる確率密度関数 （ある

いは度数関数とよばれ，変数値εの確率を εの関

数として与える分布）は次のようになる．

F’（ε）＝／（ε） = μexp［ーμ（εーマ）］
exp{-exp［一μ（ε一η）J} (6) 

ところで， η，μのパラメータをもっワイブル分

布は，モードがη，平均がη＋y/ μ （ただし，γは
オイラ一定数で， 0.577である），分散がが／6μ2と

いう特徴を有している．さらに，ワイブル分布は，

ロジット・モデルの導出と関連が深い次のような

特徴を有している．

1 ）εがパラメータ （η，μ）をもっワイブル分

布に従い， uとα（＞O）がスカラ一定数のとき，

αε＋vもパラメータ （αη＋v,μ/a）のワイブル

分布をなす．これは，ワイブル分布が線形変換に

よっても保持されることを意味している．

2）εlと々がそれぞれ， パラメータ （711,μ), 

(712, μ）の独立したワイプル分布に従うとき，

ε’＝ε1ーε2は次のようなロジスティック分布をな

す．

F（ピ） = 1/{l +exp[μ (17, -172ーピ）］） (7) 

3) （εh凸，…， E.n）がそれぞれパラメータ（1]1, 

μ), (712, μ），…，（ηn, μ）のη個の独立したワ

イプル分布に従うとき， max（εh九…， E.n）も

パラメータ［(1/ μ）・InI exp(μ17;}, μ］ のワイ
ブル分布をなす． 3・1

そこで，これらのワイプル分布の特徴を用いて

ロジット ・モデルをi導すると次のようになる．

E.;;(j=l, 2，…， n）が独立で同ーのワイプル分布

に従うとき，単純化して，そのパラメータ（η，μ）

を（0,μ）と仮定すると，個人1の選択肢jに対

する効用 U1，＝的.＋εJiは，上記1）の特徴のαε＋
Uがα＝1の場合に相当することから，パラメー

タ （V11, μ）のワイブJレ分布をなす．

そこで，個人iがn倒の選択肢の中から選択肢

1を選ぶ確寧は次のようになる．

Pi.= Prob(u,1孟的H j=2, 3，…，n) 

ニ Prob(vu＋εIi;?;V；，＋εJi’j=2, 3，…，n) 

= Prob[v，.＋ぬよmax（め..＋εμ）］ (8) 
,=2,3, ... ,n 

いま，~~ ＝max (v，，十 E.；，）とする と， 上記 3 ）の
n 

特徴より， dはパラメータ［(1/ μ）・InI exp 
(μV;,), µ ］のワイブル分布を呈する． さらピ~2U: =

n 
v；＋ε，：＇， v,;'= (I／μ）・InI exp (μv1J とすると，
上記の1）の特徴より，起こεJはパラメータ（0,

μ）のワイプル分布を呈する．この結果， εJiとεJ
はともにパラメータ （0,μ）のワイブル分布，U;;

はパラメータ （v;;,μ）のワイブル分布， u，；＇はパ

ラメータ （v;,μ）のワイブル分布となる．
かくして，選択肢lが選ばれる状況を想定する

と，

P,; = Prob(v＂＋ εIi孟v；＋ε，：＇）
= Prob[(v；＋ε；）ー（vii＋εIi）三五 0] (9) 

となり，上記2）の特徴より，二つの独立したワ

イプル分布を呈する確率変数の差はロジスティッ

ク分布となるため，最終的には次のようになる．

P,; = 1/ { 1 +exp[μ (v,;'-vli)]} 
= exp (μv,.) I [ exp (μvii）十exp(μv,:')J 

= exp (μv1.) I { exp (μvi;）十exp［μ・

(1/ μ）・Inヱexp（μめ.）J} 
n 

= exp(μv，..）／ヱ exp（μ巧..） (10) 

より一般化して表わせば，次のような多項ロジッ

ト・ モデルの形となる．

めμ
 

（
 
n
v
 
x
 

ρ
u
 

n
三日
ん

，，，，，， ）
 
J
 

引
Uμ
 

n
y
 
x
 
e
 
一一
pud 

）
 
1
 
1
 
（
 

上記のロジット・モデルの誘導においては， E.;;

(j=l, 2，…， n）が独立で向ーのワイブル分布

に従うと仮定されている．そこでいっ独立とは，

εJiがEいに無関係であること を指し，具体的に

は，選択肢hの効用に影響を与える観察されない

要因が，選択肢Jの効用に影響を与えないことを

意味している．また，同ーとは，全ての ε・Jiが同じ

平均と分散をもつことを指し，具体的には，選択

肢hの効用に影響を与える観察きれない要因が，

選択肢Jの効用に影響を与える観察されない要因

と同じ平均と分散をもつことを意味している．こ

れらの仮定は非現実的でhあり，後にみるように，

そのことがロジッ ト・ モデルを適用しうる状況に

制限を課すことになっている．

IV ワイブル分布の特徴に基づかない場
合のロジッ 卜・モデルの誘導

前章でのロジッ卜 ・モテ。ルの誘導はやや回りく

どいので，ワイブル分布の特徴に基づかないで直

接ロジット ・モデルを誘導することを以下で試み

-4-



ょう．個人iにより選択肢lが選ばれるのは，選択

肢lの効用が最大のときであるため，そのときの

確率は，第8式に基づけば次のようになる．

九・＝ Prob (Vu+ Eu孟V1，＋εJi, j=l, 2, 

…，n;j宇l)

= Prob（εJi三三εu+Vu-V;;, j= l, 2, 

・・, n, jヰl) (12) 

いま， εIiが特定の値をとるとした上で，選択肢

lが個人iによって選ばれる確率は，第12式より

各εJiがεu+Vu-V;, (j= l, 2，…，n;jヰl)より

も小さいときである．それゆえ， εuでかつε円三五

εu+ Vu-V;, (j=l, 2，…， n;j羊l)である確率

は，第6式で定義される εμの確率密度に， εliを除

いたεJiが， εμ十v,.. h以下で生起する確率を示
す，第5式で定義される累積分布を乗じたもの

I（εu）に等しい（ただし，いずれも μ＝I，マ＝O

とするに

I（εu) = exp（一εJ巴xp[-exp（一εμ）］

Ilexp{ exp[ （εu+ Vu t仇）］｝
υ字。 n

= exp（一ε，，） II exp{ -exp［一（εlt

十九 V;;)] } 

ニ exp（ーεJII {exp[ -exp（ーε，；）

exp ( v11 -v,..) ] } 

＝巴xp（一εu){exp[ -exp（一εμ）

ヱexp（均一v,;)]} (13) 

したがって，個人tが選択肢lを選ぶ確率は，

I（ευ）を εμのとりうる全ての値で積分したもの

となる．

九 ＝ L~＝－001cむ）命li
= L~= 00 exp( -1::,,) {exp［一州－cu)

記exp(v1,-v“）］｝alεIi (14) 

いまここで， exp( -e,,) = tとすれば， dt/de,,= -

exp（一ε，..）となり，さらにdε“＝-dt/exp（ーεμ）

=-dt/tとなる．ところで，εuが∞に近づくと t

はOに近づく．また， εμがー∞に近づくと tは∞

に近づく．そこで， tを用いて第14式を書き改め

ると，第11式においてμ＝ lの場合に等しい多項

ロジット・モデルが誘導される．

Pu= [00t出 p[ t皇位山－Vu)] (-dt/t) 
= loo吋－舎xp(v;;-vu)]dt
= {expトt呂exp(v1,-vu)]/ 

［一言exp(v1,-vu)]};

= l / ~ exp(v11- vu) 

= exp(vu）／呂exp(v1,)

V 代表的効用の特定

(15) 

以上において，ロジット・モデルが誘導された

が，実際の確率計算のためには，あらかじめ代表

的効用 V；；の形を決定しておく必要がある．効用の

観察者によって観察された部分を表わす代表的効

用山は，ロジット・モテソレで、は，選択肢の特性と

個人の特性に依存するものと考えられ，この2種

類の特性の1次関数として特定される．すなわち，

V;; ＝β.ヱ為抽 （kニ 1,2, …， K) (16) 

ただし，実iik＇ま選択肢jを選ぶ個人 iの特性変数
k, /3kは特性変数kのパラメータである．なお，こ

の特性変数の中には，後述の選択肢固有定数も含

まれている．

特性変数は，選択肢固有変数Alternative-spe-

cific variable，選択肢共通変数，個人特性変数，

選択肢固有定数Alternative-specificconstantの

四つからなり，選択肢共通変数と個人特性変数は

Generic variableと一括されることもある．この

うち，特定の選択肢のみと関わる選択肢固有変数

は，特定の選択肢のみにOと異なる数値をとり，

それ以外の選択肢はOとなる．どの選択肢とも関

わる選択肢共通変数は，全ての選択肢でOと異な

る数値をとる．個人特性変数は，特定の選択肢の

みにlないしOをとり，それ以外の選択肢はOと

なる場合と，特定の選択肢のみにOと異なる数値

をとり，それ以外の選択肢はOとするような変数

を（選択肢数－1）個設定する場合がある．最後

の選択肢固有定数は，以上の変数でとらえきれて

いない未知の要因の影響をとりこむためのもので

あり，特定の選択肢のみに lをとり，それ以外の

選択肢はOとするダミー変数を（選択肢数－ 1) 
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個設定する．未知の要因の影響は選択肢ごとに異

なると考えられるため，選択肢固有定数とよばれ

るのであるが，ダミー変数の数は 1～（選択肢数－

1 ）個の間でよいとされる．

特性変数の設定の仕方を具体的に知るために，

以下では，公共交通機関しか利用して行くことの

できない都心の百貨店と，自家用車しか利用して

行くことのできない郊外のスーパーで買物をする

場合を考えてみよう．ロジット・モデルでは，選

択確率は効用の大小ではなく，当該選択肢と他の

選択肢との効用差に依存するため，効用差が特性

変数と関係づけられねばならない．そこで，個人

tが百貨店を選択するときの効用を vii，スーパー

を選択するときの効用を h としよう．そして，購

買地選択の効用差を生みだすのに関係する変数と

して，選択肢固有変数としては鉄道・パス運賃と

自家用車の燃費，選択肢共通変数としては百貨店

とスーパーそれぞれの売場面積，個人特性変数と

しては自家用車の有無と年令を仮定しよう．する

と，百貨店とスーパーの効用差は次のようになる．

vli-v21 ＝β。＋/3，×運賃＋ん×燃費＋βa×
（百貨店の売場面積ースーパーの売場面積）＋

A×（個人 iの自家用車所有の有無）+/3s× 
（個人iの年令） (I司

ただし，Aは選択肢固有定数，β1～/35はパラメータ

である．

ところが，効用差が問題になっているため，当

然効用形成に関わる特性差が考慮されねばならな

いにもかかわらず，第17式では，売場面積を除き，

特性変数が差の形になっていない．そこで，差の

形にするために， Aについては百貨店選択のとき
には「lJを，スーパー選択のときには 「0」を
与える．運賃と燃費については，値をもちえない

選択肢を選んだときには「OJとする．自家用車
の所有の有無については，個人iが自家用車を所

有していれば「lJを，所有していなければ「o」
を選択肢のスーパー選択に与え，百貨店選択には

「o」を与える．年令については，選択に際し年令
がより強〈働くと思われる選択肢には個人tの年

令を，それ以外の選択肢には「0」を与えるに

こでは，百貨店選択に年令がより関係すると仮定

するにしたがって，効用差は次のような形で推定

すればよいことになる．

V1;-Vu ＝β。×（1 0) +/3，×（運賃－0)＋β2 
(0ー燃費）+ /33×（百貨店の売場面積ースー

パーの売場面積）+/3，×（0一個人 iの自家用
車所有の有無）+/3s×（個人zの年令－0) 側
また，第18式は次の式とも等価である．

V1; ＝β。＋/3，×運賃＋/3s×百貨店の
売場面積＋/3.×個人zの年令 ）

 

州
制
Ul
 
（
 

、，ph－
t
，，E
E
E
l
j九 ＝ -/32×燃費－/33×スーパーの

売場面積－j3，×個人iの自家用車所有の有無
結局，以上のことを整理すると第2表のようにま

とめられる．この表の内容が個人ごとに集められ

たものがロジット・モテ勺レへの入力データとなる

のである．

なお，この場合のような選択肢が二つの2項ロ

ジット ・モデルは次のようになる．

第2表特性変数の設定の仕方

選択肢特性変数 個人特性変数

選択肢 選択肢固有変数 選択肢共通変数 自家用車
選択肢国有定数

の有無 年骨骨
速貸 燃費 先場面積

公共交通機関
しか利用でき

1 
鉄道・ 。 百貨店 。 個人zの

ない都心百貨 パス運賃 先場面積 年齢
店 (j=l)

自家用車しか 個人iが自
利用できない

自家用車 スーパー
家用車所有

郊外スーパー 。 。 のときは1' 。
(j=2) 燃費 売場面積 そうでない

ときはO

パラメータ F。 β1 β2 β3 β． βs 
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K K 

P1i = exp( Iβ..Xw) /[exp （玄 β..X1•• ) 
k• l k=I 

K 

+exp（｝： β品..) J 
K 

= 1/{l十exp［ヱ β• （x2ik-x1i•）］｝ 仰）

Pu=l-Pi1 
K K 

= exp（｝： β.x,;.) /[exp( Lβh為的）
k=I k=I 

K 

+exp（ヱβ品..) J 
K 

= exp［ヱ β• （~ik x，帥）]/{l +exp 

K 

［三 β.（x2品 －xi，.）］｝白I)
k • l 

VI 最尤法によるパラメータ推定
特性変数のパラメータムの推定値は最尤法（最

大克度法の略） Maximum likelihood methodを

用いて推定される．以下では，最も単純な2項選

択を例として，最尤法の考え方についてみること

にする．いま有限母集団である多摩ニュータウン

の堀之内地区の住民からランダムに抽出した人

が，「多摩そごうJを選択する確率をρとしよう．
そこで， 5人抽出したとき， 5人全てが「多摩そ

ごうJを選択する確率は，Pr{x=5}=p×ρ×p×
ρ×ρ＝psである．次に， 5人抽出したうちの4人
が「多摩そごうjを選択する確率は，ρ×ρ×ρ×ρ×

(1-p) =p4×（1-P）となる．しかし，この場合，

選択する4人と選択しないl人の組合わせは5通

りある（sC,=5!/[4 !(5-4）！］）.したがって， 5人

抽出したとき， 4人が「多摩そごう」を選択する

確率は， ρ＇（1－ρ）が5通り現われたものに等しく
なる．すなわち，

Pr{.x=4} = 5C,[p'(l－ρ） ] = 5P' (1ρ） 
である．以下同様に考えれば，

Pr{x=3} = sC3×［p3(1-p)2) 

= [5 !/ (3 ! 2 !) ] [p3 (1ーがつ
= lO[p3(l-p)2] 

Pr{x=2} = sC2×［ρ2( 1－ρ） 3) 
= [5 !/(2 ! 3 !)] [p2(1ρ）つ
= 10［ρ2 (1ーρ）寸

Pr{x=l} = sC，×［p(l－ρ） •] 
= [5 !/ (1 ! 4 !) ] ［ρ（1 p) '] 
= 5[p (1-p）つ

Pr{x=O} = 5C。×［po(l－ρ）•] 

また，

= [5 !/(0 ! 5 !)] ［ρ。（1一ρ）5) 
= (1-p)S 

Pr{.x=5} = 5Cs×［ps (1ρ）。］

= [5!/(5!0!)] [p5(1-p)0] =P5 

である．以上のことを一般化すれば，ランダムに

抽出したn人のうち， 「多摩そごうJを選択する人
がT人のときの確率は，

Pr{x=r} = nC,P"(I-p)n T 仰

となり，これは2項分布にほかならない．ここで，

個人iが「多摩そごうjを選択する確率をPw選

択しない確率を九日個人 iが「多摩そごう」を選

択すれば「IJ，そうでなければ「OJの値をとるダ
ミー変数をふとすれば，第22式は次のようになる．

n o; (1 o,l 
Pr{x=r} = nCrll Pli P2, . 。3)
ところで，最尤法の考えによれば，サンフ．ルは

対象の本来の起こりやすきを反映しているはずで

あり，推定されたパラメータはこのもっともらし

さLikelihoodを最大にするものを選ぶのがよい

とされる．このことから，サンプリングの結果が

実現したのは，各個人の選択パターンが現われる

同時確率が高いことによるものと考え，そのパ

ターンが実現する同時確率を最大にするパラメー

タを求める．この同時確率を表わす関数である尤

度関数は次のように定義される．

n o; (I oJ 
L= IlP,,Pu 。4)

1=! 

最尤法ではLを最大にするパラメータ値を推定す

るのであるが， Lの最大値は対数変換しても最大

値であることに変わりない．そこで
n 

LLニ lnL= ヱ[o";!nPi,+ (I -cl';) lnA.］附

とし，LLを最大にするパラメータを求めること

にする．

いま，選択確率が代表的効用のみで決定され，

代表的効用が1次式で表わされるとすれば，第

20・21式を代入することによって第25式は次のよ

うになる．

n K 

LL＝ヱ［ふln<l/{l十exp［ヱβ屍（ゐ品一

K 

xlik)] } > + (1ーふ）ln<exp[Lβ. (.i:同 一
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K 

xlik)]/{ l+exp［ヱ β•(x,,.-xlik)]} > 
K 

＝玄くめlnl-01ln{l+exp［玄 β.（為抽一

K 

xlik)]} > + (1-o;) ln{exp［ヱ βk(x,ik一

K 

xu.)]} (1 o;) ln{l +exp［ヱβ.（x,;.-

x，帥）］｝〉
n K 

ニヱ＜－01ln{l+exp[ k β• (x,1.-xii.)]} 

K 

+ (1 oi>ヱ（為抽 x, •• )-(1-o;)ln 

K 

{l+exp[ k β• (x,,k -X1 ;•)]}) 

K 

= ヱ<(I-oJ k β• (x,,. - x1 ，•） 一ln{l十
,-1 k・1
K 

exp[ k βバXi1•-X1帥）］｝〉側

そこで， LLの最大値を求めるために， LLをふ

(k=l, 2，…， K）で偏微分したものを Oとおし

K 

a LL/δβ. = 玄[I-o，ーくexp［玄 β.（為的
K 

X1,•) ]/ {1 +exp[ k β• （x,,.-X1,k)] ｝）】

(x,ik一為抽）
n 

= 玄(l-01一九J(x, 1• -xlik) 

＝ヱ口－01一（1-Pi;)] (x,,k -X1 ik) 

＝玄（P1,-0J(x,,.- x1，•）仰

ただし，aLL/θβ.＝O(k=l, 2，…，K）は非線形
のh本の連立方程式であるため，解析的に解くこ

とができない．そこで， l収束計算を伴うニュート

ン・ラプソン法を用いて解くことになる．なお，

ニュー トン・ラプソン法によるんの具体的推定方

法については，森杉（1984）を参照されたい．

こうして求められたパラメータ値の有意性の検

定は，サンプル数が多くなれば最尤推定量が漸近

的に正規分布に近づくという性質を利用して，通

常の回帰分析の場合と同様のt検定で行なうこと

ができる．この場合のt値は以下の式で定義され

る．

t＝ムI.fv； 側
ただし，Aはんの推定値，%はんの推定標準偏差

であり， aLL/θβ• （k ニm） を β• （k = l, 2, ・・, n: 
k-:1=-m）でさらに偏微分したh行h列の対称行列

（へッセ行列）の要素に負の符号をつけた行列の

逆行列のh番目の対角要素の値である．その詳し

い求め方は森杉（1984）を参照されたい．

モデルの適合度を測る統計量としては，尤度比

と適中率が用いられる場合が多い．尤度比ρ2は，

全てのパラメータ値をOとしたモデルとの比較に

おいて，推定されたパラメータ値によるモデルの

当てはまりの良さを測るものである．

ρ2 = 1-LL(p)/LL(O） 側

ただし， LL(fi）は推定されたパラメータ値のもと

での対数尤度関数（多項ロジット・モデルでは，

尤度関数がL＝五五 p6吋あるので，対数尤度

関数はLL二五五ふIn（凡）である）の値であり，

LL(O）は全てのパラメータをOとしたときの対

数尤皮関数の値である（ただし， LL(0）の計算に

当っては， 0とするパラメータに選択肢固有定数
を含める場合と含めない場合がある）．ρ2はOとl

の聞の値をとり， 1に近いほどモデルの適合度は

高い．通常の回帰分析の決定係数とは異なり，ρ2が

0.2-0.4の値をとればモデルの適合度は良好とさ

れている．

モデルによる実際の選択結果の再現度を測る適

中率は次のようにして求められる．推定されたパ

ラメータ値を用いて推定選択確率P;1を全ての個

人について求め， P;1が最大である選択肢jを個人

が選択するとの仮定に基づき，推定選択結果6；；を
求める（丸が全てのjの中て最大のときι＝し
そうでないときはι＝0 ）.そして，実際の選択結
果のめaと6;1が一致している場合の数を合計した
ものを，会サンプル数で除したものが適中率であ

る．適中率が80%以上のとき，モデルの適合度は

良好とされている．

VII 無関係な選択肢からの独立性
ところで，ロジットモデルによる選択確率は，

選択肢が三つ以上のとき，場合によっては好まし

くない性質をもっている．いま，個人nについて

二つの選択肢i'kの選択確率の比をとると，次

のようになる．

九／凡n= ［仰（v1n)I土問（ω）］／
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［仰（ω）／土 exp（伽）］ ＝叫（v,.)I 

exp ( V•n) = exp ( Vin - Vkn） 側

この結果は，二つの確率の比率は， i • h以外の
選択肢に依存することなく，両者の選択肢の効用

が与えられれば一意的に決定されることを示して

いる．二つの選択肢の確率の比率がi. k以外の

選択肢から独立していることにより，こうした性

質のことを，「無関係な選択肢からの独立性In-

dependence from Irrelevant Alternatives (IIA）」

とよんでいる．

しかし，IIA特性は次のような状況では不適切

である．いま，京王相模原線の堀之内駅の西方に

住む人が，貨物に堀之内駅前のスーパー「三和」

と，東隣の多摩センター駅前の「多摩そごうjの

いずれかを利用する選択問題を考えてみよう．品

揃えはそれほど多くないが価格は安いスーパーの

利用も，価格は高いが品揃えは多い百貨店の利用

も同じ代表的効用をもっとしよう．代表的効用が

等しいので＼両店を選択する確率はPs=0.5,Pr 

ニ0.5と等しくなり，両者の選択確率比は，Ps/Pr

=1.0である．ところが，最近，堀之内駅の西隣の

南大沢駅前にスーパー「忠実雇jが進出した.IIA 

特性に従えば，Ps/Prは他の選択肢の存在からは

独立しているのでト，「忠実屋Jができても PsiPr= 
1.0は変わらない．そして，スーパーに対し消費者

は同じ効用をもっとすれば，「忠実屋」と 「三和」

を選択する確率比はPc!Ps=l.Oとなる．かく し

て， Ps/Pr=l.O,Pc/Ps=l.Oであり，かっPr十

Ps+Pc=l.Oであるため，PrニPs=Pc=0.333

となる．

しかし，「忠実屋」ができたことにより，「多摩

そごうjの選択確率は変わらず，むしろ当初のスー

パー選択確率が二分されると考えた方が現実的で

あろう．すなわち，Pr=0.5,Ps=0.25, Pc=0.25 

である．とすれば，IIA特性のもとでの選択結果

は，百貨店の選択確率を小さく推定し， スーパー

の選択確率を大きく推定してしまっているのであ

る．この事実から，「三和Jと「忠実屋jのように，
選択肢聞に高い類似性（この場合は，スーパーと

いう業態の点で）がある場合は， IIA特性が不適切

なことは明らかである．それは，確車効用 Eに未

だ観察されていない，選択に影響を及ぽす要因が

混入していることによるものと考えられる．その

結果，ロジット・モデルでは本来確率効用相E聞
の無相闘を前提にしているにもかかわらず，相関

が高くなってしまうのである．

IIA特性がみたされないときは，別のロジッ

ト・モデルを考える必要があるが，代表的効用が

全て同じで， εの相関が1.0というような完全に類

似した選択肢がh個ある場合は，各々の代表的効

用にln(l/k）を付加したロジット・モデルを適用

することで，正しい選択確率を推定できる．上の

選択問題では，誤った確率がPr=Ps=Pc=

0.333で，正しい確率がPr=0.5,Psニ0.25,Pc 

=0.25であった．それに対し，以下のように，各

スーノ守ーの代表的効用にIn(1/2）を付加すれば正

しい確率を推定できる．例えば，「三和Jの選択確
率は，

Ps = exp[vs+ln(l/2)]/{exp［むs十ln(l/2)]

+exp[vc+ In (1/2)] +exp (vr)} 

= (l/2)・exp(vs)/[(l/2)・exp(vs)+ 

(1/2）・exp(vc)+exp(vr)] (31) 

となる．しかるに， vs=vc=vrて、あるため，第31

式は次のようになる．

Ps = exp(vs)/{4・exp(vs)}= 0.25 白2)

以下， Pc=0.25,Prニ0.5も同様に求められる．

この例は極めて特殊な場合であるが，ロジット ・

モデルの代表的効用に適切な項が付加されれば，

IIA特性がみたされなく ても正しい選択確率を推

定しうることが納得される．この性質は，ネス

ティッドロジッ卜 ・モデルの形を考える際のヒン

トになるように思われる．

VIll ネスティッ ドロジッ ト・モデル
IIA特性をみたさないデータをロジット・モデ

ルで分析するための一つの方法は，類似の選択肢

を統合した上でモデルを適用することである．そ

れができない場合は，例えば，プロピット ・モデ

／レ， ドジッ卜・モデル， EBA(Elimination-By-

Aspects）モデルを適用することが考えられる

(Wrigley, 1985, pp. 327-329, pp .332-334）.し

かし，それらは計算が非常に煩雑でいあるという欠

点がある．計算の簡便さという点では，ネスティッ

ドロジット ・モデルが最も優れているであろう．

ネスティッドロジット ・モテ’／レは， Ben-Akiva

(1973）がジョイン トロジット・モデルを一般化

して最初に定式化したとされている．後に，
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McFadden (1978）は，一部の選択肢聞でしかIIA

特性がみたされないことを仮定する一般化極値

Genelarized extreme-valueモデルの特殊例とし

て，ネスティッドロジット・モデルを誘導してい

る．

ネスティッドロジット・モデルでは，選択肢の

類似性の問題を回避するために，選択肢をいくつ

かの部分集合に分け，その中から一つの部分集合

を選ぴ，さらにその中から一つの選択肢を選ぶと

いう段階的意思決定を想定している．前主主の例で

いえば，消費者がまず百貨店かスーパーかの業態

別の選択を行なった後，いずれかの業態の中から

特定の商業施設を選択すると考えるのである．こ

うした選択過程は，個々の選択肢の数が多い場合

には理にかなっているように思われる．利用交通

手段の種類も含めた「多摩そごうJと「三和」の
選択問題を通常のロジット・モデルで分析しよう

とすれば，購買地・交通手段のぺアが一つの選択

肢を形成するジョイントロジット ・モデルを援用

することになる（第4図）．選択肢を形成する項目

の組合わせの点で，このようなジョイントロジッ

ト・モデルの選択肢は時に膨大なものとなり，実

隅買地遭択

多摩そごう 多摩そごう 多摩そごう 三和
電車 パス 自軍用車 パス

三和
自軍用車

第4図購買地・交通手段の同時選択

聞置地理択
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／
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際に個人が多くの選択肢を同時に見て意思決定す

ることはありえない．そのため，ネスティッドロ

ジッ卜・モデルでは，あるネスト構造を仮定し，

個人がまず上位ネストにおいて勝貿地の選択を行

ない，次いで下位ネストにおいて利用交通手段の

選択を行なうものと考えるのである（第5図）．も

ちろんネストは3層以上であってもよし堀之内

地区の消費者の購買地選択問題では， 1）百貨店

か，スーパーか， 2）スーパーの中では，「三和」

か，「忠実屋jか， 3）利用交通手段は，電車か，

パスか，自家用車か，という 3層のネストを仮定

することもできるのである（第6図）．

こうしたネストを作るに当たっては，上位ネス

トに選択肢の類似性が小きいものを，下位ネスト

に類似性が大きいものをもってくる．このことか

ら，時間的にみて，上位ネストにおける意思決定

が下位ネストにおける意思決定に必ずしも先行し

なくてもよいことが示唆される．さらには，いく

つかの項目についての実際の意思決定は同時にな

されるとしても，計算上，項目ごとの決定を段階

的に分けてパラメータを推定するという，よりプ

剛買処理択

／＼ 
多摩そごう 三和

パ＼〈電車 パス 白車用調巨 パス 自軍用車

第5図購買地選択のネスト
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一第6図購買地選択のネスト（3層の場合）
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ラクテイカルなネスティッドロジット・モデル観

もある．

ネスティ ッドロジット・モデルでは，個人iが

上位ネストにおいてある選択肢を選ぶ確率九

(c, m）は，cを選択したという条件のもとでm

を選択する条件付確率Conditionalprobability 

P;(m I c）と，cを選択する周辺確率Marginal
probability P; (c）の積で表わされる．意思決定過

程のメカニズムとしては，選択の期待効用が最大

になるように上位ネストの選択を行なうと仮定し

ているが，パラメータ推定の計算は下位ネス トか

ら出発する．具体的手順としては，通常のロジッ

卜・モデルで推定された下位ネストのパラメータ

値を用いて合成効用Inclusivevalueを推定し，そ

れを上位ネストにおける変数のーっとして再度ロ

ジット ・モデルを適用するのである．以上のこと

を定式化すれば，次式のようになる．

P;(c,m) ＝兵（m I c) ・P;(c) （扮

M 

P;(m I c) = exp(vm十Vcm）／ヱ［exp(vm十

Vcm)] 。。
C 

P;(c) = exp(vc十λuc)Iヱ［exp(vc＋λ九）］
C司e1

。。
ただし， Vmは下位ネストの代表的効用， Vernは両方

のネストに関係する代表的効用， Veは上位ネスト

の代表的効用，みは次式で定義される合成効用，λ

はパラメータである．このうち， h と世cmは，笑証

研究では必ずしも明確に区別されていないようで

ある．
M 

itcニ ln2 exp(vm+Vcm) 
間 －1

(36) 

ネスティッドロジット・モデルが第33～36式の

形で表わされる理由は次のようである．いま第4

図に示されるような購買地 ・交通手段のペアが一

つの選択肢を形成する選択問題を考えてみよう．

購買地と交通手段から得られる効用 uが，購買地

の効用 Ve，交通手段の効用 Vm，購買地と交通手段

の両方に関係する効用 Vcmの和，すなわち

V = Ve+ Vm+ Vcm (37) 

で表わされるとすると，購買地と交通手段の同時

選択確率は，通常の（ジョイン ト）ロジット ・モ

デルによれば次のようになる．

P;(c,m) = exp(vc+vm+Vcmll 
C M 

2 2 exp(vc+Vm+Vcm) (38) 

しかるに，周辺確率は，
M 

P,(c) = 2 P,(c,m) (39) 
m=I 

であるため，第39式の右辺へ第38式を代入すれば，
M 

P, (c) = 2 exp(vc十Vm+Vcm)/
田 ＝l

C M 

2 2 exp(vc＋世間＋vcm)
C=I相＝l

M 

ニ［exp( Ve) 2 exp ( Vm + Vcm)] / (40) 
m=I 

C M 

{ 2 exp(vc) [ 2 exp(vm+Vcm)J} 

となる．そこで，交通手段に関係する効用を次の

ような合成効用みで・定義すれば，

M 

Uc = In [ 2 exp ( Vm + Vcm) ] 。I)
m-1 

第40式は，
~ C 

P,(c) = [exp(vc) ・exp（九）］／｛2 [exp(vcl・

exp(ucl]} 
C 

= exp(vc十Uc)/1 exp ( Ve+ Uc） 仰

となる．

他方，条件付確率は，

P;(m I c) = P;(c,m）／九（c）帥
であるため，第43式の右辺へ第38・40式を代入す

れば，

P;(m I c) = exp(vc十Vm+Vcm)/
M 

k exp(vc+Vm+Vcm) 
間＝I

－EJ
 

）
 

／
J

川
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叫
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＋
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切＋。mp
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、
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出

M
Z
h

）

）
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U

戸
L
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引
V

引
U

（

（

 

p

p

 

x

x

 

ρ
Iw

o－w
 

r
E
L
F
E
EL
 

－－
 
= exp(vm+Vcm)I 
M 

2 exp(vm+Vcm） 附
m=l 

となる．

以上から，第44式で示される条件付確率は第34

式と全く同じであり，第42式で示きれる周辺確率

は第35式の合成効用のパラメータλがlの場合

に相当していることがわかる．そして，第44式と

第42式を用いれば，購買地・交通手段の同時選択

問題が，購買地選択と交通手段選択の二つに分け
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て段階的にパラメータを推定することて解けるこ

とがわかる．とりわけ選択肢の数が多ければ，こ

うした段階的なパラメータ推定の方がとり扱いが

容易であることは明らかである．しかし，この段

階型ロジット・モデルでは IIA特性が保持された

ままである．そこで， IIA特性をみたさない場合を

扱うために，合成効用に 1以外の値をとりうるパ

ラメータ λをイ寸加したものが，ネスティッドロ

ジッ ト・ モデルなのである．

ネスティッドロジット・モデルにおいて，仮定

したネスト構造が正しし効用最大化が貫徹する

場合は， O＜λ壬1となる．このうち， λニ 1のと

きは，前記のごとく，上位ネストでの決定と下位

ネストでの決定が同時simultaneousになされる

通常の（ジョイント）ロジット・モデルを適用し

た場合にほかならない.O＜λ＜lのときは，下位

ネス トの効用が上位ネス トでの決定に反映される

再帰的recursiveないし段階的sequentialな選択

の場合である．λ＝Oのときは， 下位ネストの効用
が上位ネストでの決定に金〈反映されない，上－

下ネストでの決定が互いに独立した選択の場合で

ある． λがこれ以外の値をとるときは，仮定した

ネスト構造が正しくなし λ＞lのときは，上・下

ネストを逆にして再度試みる必要がある． λくO

のときは，最初からネストを考え直す必要があり，

少なくとも下位ネストは正しくないといえる．

合成効用の求め方は，下位ネストの部分集合ご

とに合成効用を計算するのが一般的である．第5

図の例のように，下位ネストの部分集合ごとに選

択肢の種類が異なる場合，それは当然のことであ

るが，第7図の例のように，下位ネストの各部分

集合の選択肢の種類が同じ時は，一括して一つの

合成効用を推定することも行なわれている．また，

下位ネストの部分集会の選択肢が一つしかないと

き（第8図）は，当該部分集合の合成効用を Oと

して，上位ネストのパラメータ推定が行なわれて

いるようである．なお，下位ネストの選択肢の効

用がほぽ等しい場合，すなわち下位ネストの選択

肢の特性が比較的一様な場合は，次のようにして

下位ネストの平均効用（み， Yem）と選択肢数Mを
用いて合成効用を求めることができる．

M 

uc 二 Inヱexp(vm+Vcm) 
m-1 

= ln[exp(v1 +vc1) +exp(v2+ Vc2) ＋…＋ 

exp(vu+vcu)] 

= ln[M・exp(vm+Vcm)] 

= In M + (vm+ 'iicm) 制。

3層以上のネスティッドロジット・モテψルを適

用する場合も，第33～36式の計算を繰り返すが，

その際，周辺確率（あるいはより上位ネストの条

件付確率）を求めるのに，（合成効用には誤差がな

いという正しくない仮定のもとで，）下位ネストの

条件付確率を求めるのに推定きれたパラメータ値

が合成効用の推定に利用されているため，上位ネ

ストのパラメータの標準誤差は真の値よりも小き

くなってしまう．そのため，常にパラメータのt

値は過大に推定され，結果的に上位ネス トの分析

結果が実際よりも良好なものと判断されてしま

う．その補正方法も提案されているが，計算は複

雑である．こうした段階的推定法の欠点を克服す

るために，最近では，同時に上・下ネストのパラ

メータを推定する同時推定法（完全情報最尤法）

が開発されている (Hensher,1986）.もっとも，

この方法も収束解が時に得られないという欠点が

あるようである．

以上，ネスティ ッドロジット・モデルも含めロ

ジット・モデル全体を概観してきたが，これらの

隅買地理釈

介＼
三和 忠寓厘

／＼＼／＼ 
パス 白車問庫 パス 自車伺車

｛商業施般週択）

(Ji'通手段遺担｝

第7図 下位ネストの選択肢の種類が同じ購買地

選択のネスト

R拘置地理択

／ヘ＼
多摩そごう 三担

.It.. 電車 パス自車問Ii 自軍用期

｛商量崎l!t遺恨）

l貫通手段湛択1

第8図 下位ネストの部分集合の中に選択肢がー

つだけしかない場合の購買地選択のネス
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モデルがあらゆる意思決定問題に応用しうるもの

ではないことを最後に述べておきたい．ロジッ

ト・モテゅルは個人の効用最大化を前提に組み立て

られている．しかし，それがあてはまるのは自由

な意思決定が可能な場合だけであろう．したがっ

て，制度，政策的に個人の自由が大幅に制限され

る，強制された意思決定や一意的に選択肢が決

まっている意思決定の問題には，ロジット ・モデ

ルは適用しえない．何らかの制約を受ける意思決

定の場合は，制約を反映させる形で選択肢を特定

すれば，応用の余地はある．

IX ネスティッドロジット ・モデルによる
空間的行動の分析の展開

第3表は，ネスティッドロジット・モデルを用

いた，空間的行動を中心とした地理学（関連）分

野の研究一覧を分野ごとに示したものである．と

くにそこでは，分析が個人データから開始されて

いるもの（非集計ロジット ・モテ。ル）と，分析が

個人データを集計したグループ・データから開始

されているもの（集計ロジット ・モデル）を区別

している．本来が非集計データを扱うロジット・

モデルに対し，集計ロジット・モデルという命名

は奇異に感じられるかもしれない．しかし，第24

式ないしは第25式の（対数）尤度関数の定義式を

みてわかるように，パラメータ推定の計算途中に

おいて，非集計データも集計されるため，地域ご

とに集計されたデータから分析を開始しても結局

は同じことなのである．とりわけ，ODデータの形

でデータが入手しやすい目的地選択問題にとって

は，集計ロジット ・モデルの方が汎用性が高いと

いえよう．以下では，主にネストの構造に焦点を

あてて研究動向を概観することにしたい．

ネスティッドロジット ・モデリングに関わる最

も先駆的な研究は， BenAkiva (197 4）と McFad-

den (1974）がいずれも買物行動を分析したもので

ある．当時使用したモデルのことを， Ben-Akiva

は意思決定が段階的なSequentialモデル，

McFaddenは条件付Conditionalロジット・モデ

ルとよんでいる．ネストの構造は，ネスト上層か

ら｝1頂に，（買物行動の有無の決定一）目的地決定

一交通手段決定が基本になっている．ただし，両

者の研究とも，複数のモデルを走らせているが，

合成効用がOと1の間に収まらないものもみら

れ，合成効用の計算に際し，下位ネストの特性変

数が全て取り込まれなかったり（McFadden,

1974），下位ネス トの特性変数以外の変数を用いて

合成効用が求められている（Ben-Akiva,1974). 

ネスティッ ドロジッ ト・モデリングに関し研究

例が多い分野の一つは，居住地選択問題である．

非集計ネスティッドロジット・モデリングに関す

る限りは，わが国の都市 ・交通工学者の研究は世

界的にみて早い部類に入る3）.しかし，とれら初期

の研究は，住宅の選択そのものに関心があるせい

か，選択肢の項目が住宅タイプ・居住地の結合項

目からなっていたり（林ほか，1983），居住地の選

択肢が都心や郊外といった地区類型からなってい

る（宮本ほか， 1983: Quigley, 1983）吋．集計ネス

ティッドロジット ・モデリングでも，選択肢の項

目が交通手段・居住地の結合項目からなっている

ものもある（Anas,1981）.非集計ネスティッ ドロ

ジット ・モデリングにおいて具体的な個々の地域

が選択肢にとりあげられるようになるのはQuig-

ley (1985）以降であり， Clarkand Onaka (1985) 

は，ネスト上層から下層に向かつて，転居の有無

の決定一転居先決定一住宅タイプ（所有か，賃貸

か等）決定一住居様式Dwellingunit （平屋建てか．

2LDKか等）決定の4層からなる，居住地選択に

関わる完全なネストを提示している.Fischer and 

Aufhauser (1988）も基本的にはこのネストを踏襲

しているが，ネストの中に別荘所有の有無（An-

derstig, 1987）や通勤に利用する交通手段（Anas,

1982 , Anas and Chu, 1984 ; Anderstig and 

Mattsson, 1991）をいれるものもある．また，空

間スケー1レを考慮、して，居住地の決定段階を2段

階に分けるものもある（Quigley,1985; Thill and 

Van de Vyvere, 1989）.結果的に， これは競合着

地モデル（Fotheringham,1983a ・ b）と同じ考え方

に立つものである．

居住地選択の中でも，移動先の決定のみに限定

した人口移動研究では， 目的地決定の段階が問題

とされ，ネス ト上層から下層に向かつて，移動の

有無の決定一移動地域の決定一移動小地械の決定

の3層あるいはそのうちの2層を基本とするネス

トが仮定されている．それは非集計ネスティッド

ロジッ ト・モデリングの場合（Mueller, 1982 ; 

Falaris, 1987 ; Hughes and McCormick, 1989) 

も集計ネスティッドロジット・モデリングの場合
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第3表 地理学（関連）分野におけるネスティッドロジット ・モデルの適用研究一覧

(1）居住地選択
Anas (1981) 

Anas (1982) 
Anas and Chu (1984) 

宮本ほか (1983)

林ほか（1983)

Quigley (1983) 

Quigley (1985) 

Clark and 
Onaka (1985) 

Anderstig (1987) 

Fischer and 
Aufhauser (1988) 

Thill and 
Van de Vyvere(l989) 

Anderstig and 
Mattsson (1991) 

(2）人口移動

Mueller (1982) 

Evers and Van 
der Veen (1985) 

Odland and 
Ellis (1987) 
Liaw and 
Ledent (1987) 
Falaris (1987) 

Ledent and 
Liaw (1989) 
Evers (1989a ・ b) 

Hughes and 
McCormick (1989) 
Liaw (1990) 

Ishikawa (1990) 

Liaw and 
Otomo (1991) 

地域 データ形式

シカゴ大都市魁 集計

シカゴ大都市圏 集計

東京大都市圏 非集計

名古屋大都市圏 非集計

ピッツパーグ大都市隣 非集計

ピッツパーグ大都市圏 非集計

インディアナ州 非集計
サウスベンド ・
ミシャウ;j"ーカ

ストックホルム周辺 非集計

ウィーン大都市圏 非集計

Jレーベン ・ラ・ヌーヴ非集計
（ベルギー）

ストックホルム周辺 非集計

アメリカ 非集計

オランダ 集計

エクアドル 集計

カナダ 集計

ヴェネズエラ 非集計

カナダ 集計

北オランダ 非集計

イギリス 非集計

カナダ 集計

日本 集計

日本 集計

ヰストの構造I)

1.交通手段・居住地
(2.住宅タイプ）
1.居住地
2.交通手段
(3.住宅タイプ）
1.移動の有無
2.類型別居住地
1.移動の有無
2.類型別居住地・住宅タイプ
1.類型別居住地
2.住居機式
1.都市
2.近隣区
(3.住宅タイプ］
1.移動の有無
2.近隣区
3.住宅タイプ
(4.住居様式）
1.居住地
2.住宅タイプ
3.別荘の有無
1.類型別居住地
2.住宅タイプ
(3.住居様式］
1.ルーペン ・ラ・ヌーヴ
居住の有無
2.ルーベン ・ラ・ヌーヴ
から15分以内の町
(3.住宅タイプ）
1.交通手段 I1.居住地
2.居住地 I 2.交通手段

1.都
(2.郡内の都市）
1.居住地域内でのま品業の有無
2.長距離移動か，短距離移動か？
3.移動の有無
1.移動の有無
2.郡Canton
1.移動の有無
2.ナトl
1.地方
2.州
1.移動の有無
2.州
1.居住地域内での疏業の有無
2.就業i也は居住地の80km以内か？
3.店主業i也
4.居住地
1.移動の有無
2.地方
1.移動の有無
2.州
1.地方
2.都道府県
1.移動の有無
2.都道府県

備考f

完全情報最尤法使用

最小二乗法使用

一般化最小二乗法使用

最大準尤度法使用

最大治尤皮法使用

最大単尤皮法使用

最大単尤皮法使用

1）番号の若い決定段階の方がネストの上位を占めている．なお，（ ）で〈くられた決定段階の合成効用は，選択肢の規模を

表わす変数を対数変換したものを，［ ］でくくられた決定段階の合成効用は，第45式で定義される簡略化したものを用い

ている．
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第3表 地理学（関連）分野におけるネスティッドロジット・モデルの適用研究一覧（続き）

地 城 データ形式 ネストの構造I) 備 考

(3）質物行動
Ben-Akiva (1974) ワシントン大都市函 非集計 1.目的地 I i.交通手段

2.交通手段 2.目的地
McFadden (1974) ピッツパーグ 非集計 1.買物行動の有無

2.目的地
3.交通手段

森地はか (1985) 前橋 ・高崎都市圏 非集計 1.目的地
2.交通手段

屋井（1986) 八王子周辺，新玉川 ・ 非集計 1.目的地
田園都市線沿線， 2.交通手段
前橋 ・高崎都市圏

吉田 ・原図 (1990) 浜松都市圏 非集計 1.異物頻度
2.目的地
3.駐車場地点

吉田（1992) 長岡 非集計 1.買物頻度
2.目的地
3.交通手段
4.駐車場

(4）通勤トリップ
屋弁（1986) 前橋 非集計 1.目的地

2.交通手段
磯部（1989) 名古屋 非集計 1.直行か，立寄りか？
Kawakami and 2.立寄りパターン
Isobe (1990) 3.自由活動場所

(5）外出トリップ
Su et al. (1990) 名古屋 非集計 1.外出の有無

2.最初の目的地
3.交通手段
4.帰宅の有無
5. 2番目の目的地

(6）余暇行動
河上ほか（1984) 名古屋南東郊外 非集計 1.目的地

2.交通手段
屋井 (1986) 中央道沿い観光地 非集計 1.目的地 東京大都市幽に住む

2.交通手段 人々の余暇行動
Lin et al. (1988) シカゴ大都市圏 非集計 1.公園類型

2.目的地

(7）工場立地
林・機部（1984) 愛知県 非集計 1.地域
Hayashi et al. (1986) 2.類型別地区

(3.地点）
宮本ほか（1985) 札幌大都市箇 非集計 1.地域

2.市区町村
宮本ほか (1986) 関東地方 非集計 1.地域 宮本ほか（1985）の

2.小地域 内容も再録
Hansen (1987) サンパウロ州 非集計 1.サンパウロ大都市圏内・外

（ブラジル） 2.サンパウロ大都市圏外の都市
Henley et al. (1989) イギリス 非集計 1.南東地方の有無 重みつき最尤法使用

2.地域

(8）イノベーションの採用
Kasanen and フィンランド 非集計 1.暖房の種類Ii.燃料
Lakshmanan (1989) 2.燃料 2.暖房の種類
Kasanen (1990) 
Sugiura (1992) 日本 非集計 1.電灯会社の開業時期

2.発電様式

1）番号の若い決定段階の方がネストの上位を占めている．なお， （ ）でくくられた決定段階の合成効用は，選択肢の掛莫を

表わす変数を対数変換したものを，［ ］でくくられた決定段階の合成効用は，第45式で定義される簡略化したものを用い

ている．
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(Odland and Ellis, 1987; Liaw and Ledent, 

1987 ; Ledent and Liaw, 1989 , Liaw, 1990 ; 

Ishikawa, 1990 , Liaw and Otomo, 1991）も同様

である．ただし， Evers(1989a ・ b), Evers and Van 

der Veen (1985）では，居住地決定と就業地決定

を同時に扱うため，多層でかつ選択肢の内容のか

なり複雑なネストがつくられている．

人口移動研究の大きな特色は，集計ネステイツ

ドロジット・モデルを援用したものが圧倒的に多

いということである．そのことは，使用するデー

タの共通性という点からみて，空間的相互作用モ

デリングと接点を有することを意味する．このこ

とを念頭においているのがIshikawa(1990）であ

り，地域決定一目的地決定という 2段階の着地選

択過程の中に着地の近接性が要因として介在する

ことを前提に構築されている，競合着地モデル

(Fotheringham, 1983a ・ b）の妥当性をネスティッ

ドロジット・モデルにより検証している.Liaw 

and Otomo (1991）によれば，自的地決定に関わ

る変数から求められる合成効用が近接性を表わ

し，かっそれが移動の有無の決定に影響している

とされる．この両者の研究をあわせ考えれば，近

接性は移動の有無の決定と目的地の決定の両方の

段階に関係することになる．なお， Liawの一連の

研究（Liawand Ledent, 1987 ; Ledent and Liaw, 

1989; Liaw, 1990; Liaw and Otomo, 1991）は，

通常の最尤法は各人の移動が全く独立的に行なわ

れる場合にのみ適用可能で、あるとし，世帯主の移

動に世帯構成員が従う人口移動の経験的事実に合

致するパラメータ推定法としては，最大準尤度法

Maximum quasi-likelihood method (M Q L) 

の方が優れているとしている．分析に用いる変数

に関して付言すれば， Falaris(1987）は同じ特性

変数をネストの上・下層の両方で使用している．

同時推定法によらず，段階的にパラメータを推定

する場合は， こうした処置は問題があるであろう．

なお，同じ特徴をもっ個人でも，地域の違いによっ

て行動が異なることが考えられるため，個人』こ関

わる変数と地域に関わる変数の積で定義される相

互作用変数を加えている研究もある（Evers,1989 

a・b; Liaw, 1990，前出のThilland Van de 

Vyvere (1989）も同様である）．

居住地移動以外の空間的行動としては，目的地

決定と交通手段決定を基本とする日常的行動が研

究対象にされている．これに関し， Ben-Akiva

(197 4), McFadden (197 4）と同様に買物行動を

扱ったものとしては，森地ほか（1985），屋井

(1986），吉凹・原因（1990），吉田（1992）がある．

このうち，吉田・原因（1990）と吉田（1992）は，

ネスト上層から下層に向かつて，貨物頻度決定

一商店街・ショッピングセンタ一決定一（交通手段

決定一）駐車場地点決定という 3層ないし 4層の

ネストを仮定している．これらの研究では，買物

頻度決定においては，選択肢が1回， 2回という

ように順番に並べられ，隣接する選択肢聞の観察

されない効用が相闘をもっと考えられるので， JI国

序型Orderedロジット ・モデルが上位ネストの分

析に用いられているのが特徴的である．

通勤トリップの分析に関しては，屋井（1986),

磯部（1989),Kawakami and Isobe (1990）の研

究がある．とりわけ磯部（1989）と Kawakamiand 

Isobe (1990）は， トリップ・チェーンの類型を選

択肢に取り込んでいるのが注目される．すなわち，

通勤の往路と復路の場合に分けて，ネストの上層

から下層に向かつて，直行・立寄り決定一立寄り

パターン（トリップ・チェーン類型）決定一自由

活動場所決定といった， 3層のネストを仮定して

いる．さらに， 単に通勤トリップに限定せず，個

人の1日のトリップ・チェーンを分析したのがSu

et al. (1990）である．彼らは，各個人が3トリッ

プ以内で帰宅するトリップ・チェーンを，ネスト

上層から下層に向かつて，外出の有無の決定一最

初のトリップにおける目的地決定一交通手段決定

一帰宅の有無の決定一2番目のトリップにおける

目的地決定，という 5層からなるネストで分析し

ている．

これ以外の日常的行動としては余暇行動があ

り，屋井（1986），河上ほか（1984),Lin et al. (1988) 

の研究がある．このうち， Linet al. (1988）は，

ネストの上層から下層に向かつて，公園の類型決

定一目的地 （個別公園）決定という， 2層のネス

トを仮定している．

他方，工業立地研究においては，早くから，市

場決定一地域決定一地点決定という 3段階の空間

決定過程が現実の工場立地にみられることが指摘

されていた（Nishioka,1975, p. 161）.したがって，

工場立地のネスティッドロジット・モデリングで

は，この3層のネストのうちの下位2層にほぼ相
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当するネストが仮定されている．選択肢の特定に

際しては，殆どの研究が個々の具体的地域や都市

を選択肢としているが（Hansen,1987 ; Henley et 

al., 1989 .宮本ほか， 1985,1986），タイプ分けし

た地区類型を選択肢としているものもある（林・

磯部， 1984, Hayashi et al., 1986). 

以上の研究は，全て目的地選択がネストのどこ

かで問題ときれている点ですぐれて地理学的で、あ

るといえる．選択肢に空間が関係しないものの，

特性変数に空間的次元を取り込まざるをえない現

象である，イノベーションの空間的拡散問題にも

ネスティッドロジット・モデルの応用の可能性は

ある．なによりもイノベーションの採用とは技術

選択の問題でもあるため，これまでもロジット・

モデルが援用されてきた（Sugiura,1986 ; Senior, 

1987；杉浦， 1988b; Paul, 1990）.ネスティッドロ

ジット・モデルに限定すれば， Kasanen(1990; 

Kasanen and Lakshmanan, 1989）は， 1時点を

とりだした暖房の採用に関し，暖房の種類決定と

燃料決定の2層のネス ト，Sugiura(1992）は，電

灯会社の普及に関し，上層から下層に向かつて，

開業時期決定一発電様式決定という 2層のネスト

を仮定している．もっとも，採用時期を選択肢と

する場合は，その選択の分析に限っては）I頂序型ロ

ジッ十・モデルを適用したほうがよいであろう．

最後に，全体を通して，特異な合成効用の求め

方について付言しておきたい.Anas (1981, 1982), 

Anas and Chu (1984), Mueller (1982），林・磯

苦巨 (1984), Clark and Onaka (1985), Hayashi 

et al. (1986), Thill and Van de Vyvere (1989) 

は，実際には下層の分析は行なっておらず，下層

の選択肢の規模を表わす変数（住居様式の数，人

口，工業用途地域面積等）の自然（あるいは常用）

対数変換したものを下層の選択肢の合成効用の代

替物にしている．それは， 下層の選択肢の効用が

ほぽ等しい場合の簡略化した合成効用の求め方に

準ずるものとされ，元々は，住宅地・住宅タイプ・

自家用車所有 ・通勤手段の同時選択の多項ロジッ

卜・モデリングを試みたLerman(1977）が，説明

変数の中に統計区の住居様式の数を自然対数変換

したものを加えたことに由来しているようであ

る町．それに対し， Quigley(1985), Fischer and 

Aufhauser (1988）は，第45式で定義される下層選

択肢に関する簡略化した合成効用を用いてネスト

中層の分析を行なっている．

実際には，以上のように仮定されたネストが全

ての研究で確証されているわけではないが，ネス

ティッドロジット・モデルは，個人の主体的意思

決定で物事が決まる地理的現象の分析に対し，幅

広い応用の可能性を秘めているように恩われる．

ロジット・モデルの生みの親の一人であるBen

Akivaは，ネスティ ッドロジット・モデルを単に

個々の問題に応用するのではなく，各決定が， 1)

ライフ・スタイル選択， 2）移動Mobility選択，

3）活動・トラベル選択，のいずれかに位置づく

ネスティッドロジット ・モデリング・パラダイム

（筆者仮称）を提案している（Salomonand Ben 

Akiva, 1983）.このパラダイムでは，移動選択が

ライフ・スタイ1レi@択に依存し，活動・トラベル

選択が移動選択に依存し，かつ各選択が他の選択

にフィードパックするものとされる（第9図）．そ

れは，いわば個人の選択連鎖の階層性を示すもの

でもあり，確かに地理学の研究分野のいくつかを

この階層のどこかに位置づけうることに気つ‘〈．

例えば，家族構成員，就労者，余暇の消費者とし

ての個人の三つの役割と関わるライフ ・スタイル

選択は，類似のライフ ・スタイルをもっ集団に分

I ライフ ・スタイル遺劃

軍臨n，庇
就労
余蝦

回 活動・ト ラベル週択mgc労｝
活動タイ プ

活動持続時間

目的地

経路

特助手段

第9図個人の選択連鎖の階層性

出典・ Salomon and Ben Akiva (1983, p. 624) 

を一部修正．
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けて分析を進めるならば，因子生態研究と接点を

もつであろう．そして，移動選択は立地論やアー

パン・モデリング（矢野， 1990）と関係し，活動・

トラベル選択は時間地理学（杉浦， 1989）や空間

的相互作用モデリング（石川， 1988）と関係して

いる．

なかでも，（ネスティッド）ロジッ卜・モデリン

グとの関係に最も注目しているのが，空間的相互

作用モデリングの分野である.Anas (1983）は，

発地・着地の同時選択の多項ロジット・モデルと

二重制約型の空間的相E作用モデルが等価である
ことを示し，行動論的前提が暖味であった蓋カモ

デjレ（杉浦， 1986,p‘146）に理論的根拠を与えて

いる．これにより，空間的相互作用モデルと非集

計ロジッ卜・モデルの違いは，データの集計レベ

ルの違いのみに帰せられることになるのである．

さらに， Fotheringham(1986）は，一重制約型の

競合着地モデルが仮定する2段階の空間決定過程

をネスティッドロジット・モデルで検証する方向

性を示唆し， Ishikawa(1990）は忠実にその実証

を試みたのであった．

このように，ネスティッドロジット ・モデリン

グは，空間的相E作用研究が抱える問題の一つに
解答を与えるものであった．同様なことは中心地

理論と結びっく買物行動研究との関係についても

あてはまるであろう．先にみたように，質物行動

研究の分野てもネスティッドロジット・モデルは

すでに応用されているが，地理学が問題としたき

た買物行動研究の命題との関連で研究されてきた

わけではない．地理学の従来の買物行動研究では，

質物先の決定が，実は， 1）購買地の選択， 2）店

舗の選択，という 2段階の意思決定から成り立っ
ていることが十分認識されてこなかった．そのた

聞置醐直訳

め，同じ買物行動の分析であっても，主として前

者に焦点をおく，中心地理論の行動公準（最近隣

中心地利用仮説）の検証という観点からの研究と，

主として後者に焦点をおく，消費者による買物先

の選択決定に働〈要因（消費者の個人属性や店舗

特性等）の分析を通じての買物行動の実態把握と

いう観点からの研究では，結果の統一的解釈が困

難であった．例えば，最近隣中心地利用仮説の検

証結果によれば，消費者は最近隣の中心地よりも

上位の中心地を指向する傾向にあることが報告さ

れている（杉浦， 1981）.上位中心地が好まれる理

由は，多くの場合，次の二つのもの（の一方）に

帰せられると考えられる． 1）当該中心地に立地

する店舗での品揃えの豊富きや提供される品物の

価格の低廉き等の店舗特性， 2）消費者の当該買

物行動以外の他の外出目的に対する，当該店舗が

立地する中心地の充足性の高き（消費者の多目的

トリップ，マルティプル・ストップ（高橋， 1991)

に対する当該中心地の対応性の高きにこの三つの

理由は全〈別次元のものであるため，多目的ト

リップ，マルティプル・ストップがなされる対象

である中心地の選択と，その中心地内での店舗の

選択をまず区別し，後に両者を統一的に説明する

ことによって初めて異物行動全体を完全に理解す

ることができるのである．したがって，都市内部

での買物行動を前提にすれば，第10図のような選

択ネスト 6）を仮定しうる．上位ネストの分析に用

いられる変数としては，商業地区までの距離，商

業地区の規模，個人の活動空間との関係を示すダ

ミー変数，多目的トリップやマルティプル・ストッ

プを区別するダミー変数，交通手段等が，下位ネ

ストの分析に用いられる変数としては，（消費者に

よる）店舗特性（の評価値）や消費者の個人属性
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が考えられるであろう．そして，研究対象が，消

費者が都市内部空間を熟知している小都市であれ

ば，ネストの上・下層の選択肢は，類型ではなく，

具体的な商業地区と店舗からなるであろう．

以上，本稿では，（ネスティ ッド）ロジット ・モ

デルを概観した後，地理学（関連）分野における

ネスティッドロジット・モデリングの展開を素描

してきた．すでに明らかになったように，ロジツ

ト・モデノレの登場により，地理学において選択決

定を実質的に扱えるようになった意義は大きい．

それにもまして，（ネスティッド）ロジット・モデ

ルを介して選択決定を扱うことにより，ミクロ・

モデリングとマクロ・モデリングの接点を採りう

るようになったことを銘記しておかねばならな

い．もちろん，同時に，ネスティッドロジット・

モデルが空間的行動の分析に万能なものでないと

いう点にも留意する必要があるであろう．場所や

地域の選択が，通常の財のように，必ずしもお互

いが代替性のあるものでないこと（Fotheringham,

1986, p.410）は，モテソレの適用前提と相容れない

ことではある．こうした点も含め，ネスティッド

ロジット ・モテ”ルの方法論的問題点への立ち入っ

た議論ならびに適用結果の詳しい比較検討は別稿

を期したい．その意味において，本論は覚え書き

の域を脱するものではない．

（東京都立大学・理学部）

、王

1) McFaddenは体系的な専門的教科書を著して

いないが，数編の論文（McFadden,1974, 1978, 

1979, 1981, 1984 ; Domencich and McFadden, 

1975）においてロジット・モデルに関し広範な説

明を行なっている．なお，わが国の交通工学の分

野におけるロジット・モデルを含む荷量散型選択モ

デルのわかりやすい解説としては，交通工学誌上

での「やさしい非集計分析」シリーズ特集（浅野，

1991；太田・原田，1991；原因，1992，兵藤，1991;

森川I,1992，森地， 1991；屋井，1991；吉田， 1992)

がある．また，交通工学の分野におけるネスティ γ

ドロジット ・モデリングの展望論文としては原因

(1985）がある．

2）選択肢が二つの場合の2項ロジット・モデルは，

ロジスティック回帰分析と同じものである．

3）わが国の都市・交通工学者の研究については，

2頁前後の口頭発表婆旨的な論文もあることも

あって，本稿では網縦していないことを断ってお

きたい．

4）住宅地決定はとりあげず，住宅タイプや居住様

式の決定のみを扱った住居選択のネスティッドロ

ジット ・モデリング研究としては，宮本・宮地

(1982）やLongley(1984）がある．なお，居住地

選択のネストとそれのネスティッドロジット・モ

デルによる分析は，実証研究に先立って， Moss

(1979), Onaka and Clark (1983), Kanaroglou 

et al. (1986）等によって早くから提案されている．
5）類似の考え方のもとに，住宅タイプの選択の多

項ロジット・モデリングを行なったQuigley

(1976）は，無変換のままの住居様式の数を説明変

数の中に取り込んでいる．これも変形のネス

ティッドロジット ・モデリングとみなされるかも

しれない．

6）第10図のネストは，店舗選択から得られる効用

を最大にするように商業地区が選択されることを

仮定しているため， l回の外出で一つの商業地区

だけを訪れる買物行動の場合にあてはまるであろ

う．しかし，多目的トリップないしはマルティプ

ル・ストップを伴う異物行動の場合は，消費者が

商業地区選択から得られる効用を最大にするよう

に店舗を選択すると仮定すれば，ネストの上 ・下

層は逆になるかもしれない．
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